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体にした教科書「New Approach to English」

































































万 次 郎（”The Story of John Manjiro”） の 伝
記を載せている。また、東京書籍の「New 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































４　 正 式 名 称 は、 国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関
（United Nations Educational, Scientiﬁc and Cultural 
Organization）である。通常はその頭文字をとっ
てUNESCO（ユネスコ）と称されていることから、
本論では「ユネスコ」と呼称を統一する。
― 220 ―
埼玉学園大学紀要（人間学部篇）　第７号
日本人を扱っているのは7４％、日本を扱っている
のは４0％とさらに増えた。
26　佐藤郡衛、200１年、22頁、前掲載書参照。
27　１987年当時、アメリカ合衆国、イギリス、オー
ストラリア、ニュージーランドなどの英語圏か
ら合計４ヶ国8１３人の青年を招致し、20年経った
2007年現在では４１ヶ国5‚１１9人が当プログラムに
参加している。参加人数もさることながら、参加
国も多様化してきている。
28　「教育課程部会におけるこれまでの審議のまと
め」、文部科学省：http://www.mext.go.jp/b_menu/
shingi/chukyo/chukyo3/siryo/001/07110606/001.
pdf参照。
29　同上、2１- 22頁。
３0　教育課程部会 外国語専門部会（第４期第３
回（第１8回））議事録・配付資料、文部科学省：
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/
siryo/015/07100309.htm参照。
３１　佐藤郡衛、200１年、４5頁、前掲載書参照。
３2　魚住忠久「共生時代を拓く国際理解教育」黎明
書房、2000年、１7- １8頁。
は、ミシガン大学で開発された言語学理論に基づ
く教授法の一つであり、ELECが指導機関となり、
特に中学校での英語指導法として注目されていた。
模倣暗唱および文型練習のパターン・プラクティ
スが中心とする指導法。
１9　江利川春雄、2002年、前掲載書参照。
20　１969年度中学校学習指導要領によれば、各学年
にわたる内容の取り扱いについての題材の形式は、
「各学年とも説明文および対話文を主とし、第２
学年において物語形式および劇形式のものを加え、
第３学年において日記形式および手紙形式のもの
を加えるものとする」とある。
2１　吉田研作、「新しい英語教育へのチャレンジ」
くもん出版、200３年、１2- １４頁。
22　福井保、「戦後学制改革と英語教育」『現代絵
の英語教育１　英語教育問題の変遷』、66- 90頁、
研究社出版。
2３　「国際理解教育の推進」の具体的な実践として、
次の４点が課題として提示された：（１）小・中・
高等学校における国際理解教育の振興のために教
育内容・方法を改善するとともに、国際理解のた
めの実践的活動を行う場の拡大についても考慮す
ること；（2）青少年及び勤労者を含む一般成人に
対する国際性の啓培を推進するために、社会教育
の分野において、国際理解を深め、国際協調の精
神をかん養する教育活動を促進する具体的な施策
を計画すること；（３）小・中・高等学校の教員及
び学校教育・社会教育・文化活動の指導者に国際
性を持たせるために、現行の海外派遣事業を更に
拡充すること；（４）海外勤務者の子女の教育につ
いては、国際性を培い、国際理解を深めるという
観点からも留意すべきものでもあるので、その改
善充実について特に配慮すること。
2４　教育政策研究会編著、『臨教審総覧　上巻』、第
一法規、１997年、３20頁。
25　江利川春雄、2002年、３４頁、前掲載書参照。例
えば、指導要領が適用された初年度の教科書３巻
（25種75冊）を分析したところ、１972年度に日本
の人物を扱っていたのは１7％、日本を扱っていた
のは５％であったが、１98１年度ではそれぞれ62％、
１8％に拡大している。ちなみに１99３年度版では、
